
Ⅰ　活力あるしまね

　１．ものづくり・ＩＴ産業の振興
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

1 重点  しまねのものづくり 118,553 ○県内製造業の競争力強化を図るため、経営管 107,782 ○事業費精査 商工労働部

新規  産業活性化プロジェ  　理面の強化や技術力の底上げなど、ものづく ［産業振興課］

 クト 　り企業を支援

【事業内容】

　①しまねのものづくり高度化支援事業

　　・経営力革新支援事業

　　　経営診断により全般的な経営課題の改善

　　　提案を行い、発展戦略を企業とともに検

      討・構築

　　・ものづくり生産革新アドバイザー派遣事

　　　業

　　　技術、生産体制に関する基本的課題の分

　　　析と改善提案を行うため、各方面の専門

　　　家を企業へ派遣

　　・しまねのものづくりアカデミー開催事業

　　　経営管理者及び研究開発に関与する人材

　　　を育成するための各種セミナー・研究会

　　　を開催し、経営力・技術力の底上げを推

　　　進

　　・国際規格等取得促進事業

　　　製造業の取引確保・拡大の前提となるＩ

　　　ＳＯの認証取得を促進するため、経費の

　　　一部を助成

　②戦略的取引先確保推進事業

　　・首都圏等販路開拓強化事業

　　　東京のしまねビジネスサポートセンター

　　　に販路開拓コーディネーターとアドバイ

　　　ザー等を配置し、県内企業の首都圏を中

　　　心とした販路開拓を支援

　　・戦略的取引先確保推進事業

　　　首都圏等で開催される展示会・見本市に

　　　おける県内企業の開発製品・技術の出展

　　　を支援

　③しまね産学官連携促進支援事業

　　県内企業の製品開発力等の強化に向け、大

　　学の持つ研究成果等の発表会、公開講座の

　　開催等により産学官連携を促進

2 重点  しまねＩＴ産業振興 109,040 ○「自ら市場を開拓」し「高い成長性と高収益 68,052 ○事業費精査 商工労働部

新規  事業 　体質」を実現できるＩＴ企業群育成のための ［産業振興課］

　支援策を推進

【事業内容】

　①ＩＴ人材育成支援事業

　　ＩＴ人材育成のための講座の開催と、県外

　　研修講座への参加を助成

　②ビジネス研究会支援事業

　　事業モデル等に関する研究会の創設、運営

　　を支援

　③販路拡大支援事業

　　首都圏等で開催されるＩＴ関連展示会へ、

　　県内ＩＴ企業が開発したソフトウェア等の

　　出展を支援

　④学生Ｒｕｂｙ合宿事業

　　大学等の在籍者を対象とした合宿形式での

　　講座の開催

部局名
各 部 局 の 要 求 査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
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Ⅰ　活力あるしまね

　１．ものづくり・ＩＴ産業の振興
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容
部局名

各 部 局 の 要 求 査　　　　　定
番号 分類 事　業　名

3 重点  新産業創出プロジェ 305,856 ○競争力のある技術や新製品を有した新事業展 304,161 ○事業費精査 商工労働部

 クト  　開を促進するため、研究開発プロジェクトを ［産業振興課］

　推進

【事業内容】

　①新産業創出戦略構築事業

　・専門家による会議を開催し、技術開発、特

　　許取得、技術移転等についての戦略を構築

　②熱制御システム開発プロジェクト

　 　・高熱伝導材料の研究開発を行い、材料製造

　　のための基盤技術の確立と、応用製品の製

　 　 　　造を視野に入れた研究開発を実施

　③新エネルギー応用製品開発プロジェクト

　 　・色素増感太陽電池の商品化・事業化を目指

　　した研究開発の実施

　 　④機能性食品産業化プロジェクト

 　・県内農林水産物を活用した機能性食品の開

　　発及び県内企業による機能性食品開発、販

　　路拡大の支援

　⑤プラズマ熱処理技術開発プロジェクト

　・これまでの研究の蓄積に基づいて、プラズ

 　　マ熱処理技術の実用化を目指した研究開発

　　を実施

　⑥ＩＣＴ技術開発プロジェクト

 　・産業技術センターで開発したバーチャルリ

　　アリティ技術を発展させ、より広範な情報

　　通信技術市場を目指した研究を実施

　

4  企業誘致のための各 2,631,897 ○初期投資の軽減等を行う各種助成制度を活用 2,631,897 ○要求どおり 商工労働部

 種助成事業 　して、本県への企業誘致を推進 ［企業立地課］

【主な制度の拡充・創設】

　ソフト系ＩＴ産業に対する特例

　・企業立地促進助成金（拡充）

　　投資要件：なし

　　新規雇用：３人以上

　　助成内容：雇用人数に対する助成

　・ソフト産業家賃等補助金（拡充）

　　補助率：１／２

　　期　間：８年

　　上　限：１０百万円

　・航空運賃補助（創設）

　　補助率：１／２

　　期　間：５年

　　上　限：１百万円

5  企業誘致のための情 57,609 ○県外における企業誘致活動を強力に推進する 57,609 ○要求どおり 商工労働部

 報収集事業 　ため、民間営業経験者から任用する企業誘致 ［企業立地課］

　専門員を増員

　　Ｈ１９：４人→Ｈ２０：１０人
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Ⅰ　活力あるしまね

　１．ものづくり・ＩＴ産業の振興
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容
部局名

各 部 局 の 要 求 査　　　　　定
番号 分類 事　業　名

6 重点  建設産業経営革新促 101,820 ○公共事業の縮減による建設産業の経営状況の 88,585 ○事業費精査 土木部

 進事業 　況の悪化に伴う地域経済・雇用への影響を考 ［土木総務課］

　慮し、地域に根ざした活力ある建設産業を目 ［技術管理課］

　指し支援を実施

【事業内容】

　①経営改善アドバイザー派遣事業

　・経営革新や新分野進出等を検討している建

　　設産業に専門アドバイザーを派遣

　②新分野進出支援事業補助金

　・新分野進出のための初期調査、販路拡大・

　　事業拡張のための調査費用への補助

　・補助率２／３(上限５００千円／件)

　③新分野進出促進事業補助金

　・新分野進出、事業拡張のための初期投資へ

　　の補助

　④建設産業活性化事業

　・市町村が設置する地域の課題への対応を検

　　討する協議会に対する支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など
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Ⅰ　活力あるしまね

　２．自然が育む資源を活かした産業の振興
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

7 重点 325,500 ○消費者に支持される“売れるものづくり・産 325,500 ○要求どおり 農林水産部

新規 　地づくり”の形成を中心に、地域の農林水産 ［農畜産振興課］

　業が抱える諸課題の解決・改善に向けた取組

　をまとめた農林水産戦略プランのプロジェク

　トを推進するため総合補助金を創設

【事業内容】

　プロジェクトに関係する取組に対し、地域提

　案型フリープラン方式及びメニュー選択方式

　により、ソフト及びハード支援

【事業期間】　Ｈ２０～Ｈ２３

8  キラリと光る島根の 12,308 ○環境を守る農業への取組により、島根県の農 12,303 ○事業費精査 農林水産部

 『環境農業』対策事 　業・農産物のイメージアップを図り、付加価 [農畜産振興課]

 業 　値の高い売れる農産物づくりを推進

【事業内容】

　①「環境を守る米づくり」推進事業

　・水田除草剤を使わない米づくりを推進する

　　ため、栽培技術の開発・実証・研修を実施

　②環境農業を支援する流通販売対策事業

　・「環境農業」の取り組みを的確に消費者に

　　伝えることにより、流通面から環境農業を

　　推進

　③「環境を守る農業宣言」推進事業

　・生産者には今より一歩進んだ環境にやさし

　　い農業の実践を、消費者にはその応援を求

　　め、県民全体で「環境を守る農業」を推進

【事業期間】　Ｈ１９～２１

9  種雄牛選抜事業 16,801 ○市場評価の高い「しまね和牛」を目指し、能 16,801 ○要求どおり 農林水産部

　力の高い種雄牛づくりの強化や改良用雌牛の [農畜産振興課]

　導入を支援

【事業内容】

　①種雄牛後代検定の拡充

　・より高い能力をもった牛を選抜するため検

　　定する牛を増加

　②基礎雌牛の導入・保留促進

　・県内で必要とする系統の雌牛導入・保留に

　　対する支援

【事業期間】　Ｈ２０～Ｈ２２

10 新規  農林水産業・省エネ 17,000 ○燃油価格の高騰下でも安定した事業経営が継 17,000 ○要求どおり 農林水産部

 ルギー対策事業 　続可能な農林水産業を構築するため、省エネ [農畜産振興課]

　ルギー効果のある資材や、機器の導入を支援

【事業内容】

　①ハウス被覆資材等の高機能化支援

  ②ハウス加温用暖房機の更新支援

　③漁業用４サイクル船外機導入支援

　［事業主体］

　　①②：農業団体及び農業従事者

  　 ③ ：漁業団体及び漁業従事者

　［補 助 率］

　　事業者負担の１／３以内

【事業期間】　Ｈ２０

査　　　　　定

 農林水産振興がんば

 る地域応援総合事業

部局名番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅰ　活力あるしまね

　２．自然が育む資源を活かした産業の振興
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

査　　　　　定
部局名番号 分類 事　業　名

各 部 局 の 要 求

11 新規  飼料米生産定着化モ 7,205 ○燃油価格高騰による海上輸送運賃の値上がり 7,205 ○要求どおり 農林水産部

 デル事業 　などの影響を受けた配合飼料価格の大幅な値 [農畜産振興課]

　上がりに対し、飼料米利用による耕畜連携の

　仕組みづくりをモデル的に実施

【事業内容】

　①多収品種による飼料米生産実証試験

　・モデル農家に対する飼料米生産実証試験委

　　託

　・委託料：既存転作者　　  ５０千円/１０a

            生産調整拡大者  ３５千円/１０a

　・事業期間：Ｈ２０～Ｈ２１

　②飼料米給餌試験

  ・養鶏農家での古米を使った適正給餌調査委

　　託

  ・委託料：４５５千円（１か月間）

  ・事業期間：Ｈ２０

12 新規  農業信用保証制度円 626 ○配合飼料の価格高騰により、農家の実質負担 626 ○要求どおり 農林水産部

 滑化対策事業 　が一定基準を超過した場合に発動される資金 [農畜産振興課]

　について、無担保無保証人制度を導入

【事業内容】

　　島根県農業信用基金協会による保証制度の

　　対象資金とするため、協会の特別準備金に

　　対し出えん

　［資金］

　　家畜飼料特別支援資金（国による利子補給

　　あり）

13 新規  漁業用燃油使用効率 33,578 ○漁業の安定的な経営維持を図るため、燃油価 33,578 ○要求どおり 農林水産部

 化推進事業  　格高騰による経費負担増加を抑制する省エネ [水産課]

　ルギー対策を支援

【事業内容】

　①燃油使用効率化指導啓発事業

　・漁業協同組合が実施する航行指導事業に対

　　する支援

　・補助率：１／２以内（上限１００万円）

　②漁船抵抗軽減対策事業

　・船底、プロペラの清掃等に要する経費に対

　　する支援

　・補助率：１／２以内

　・上　限：１０ｔ未満＝２０千円

　　　　　　１０ｔ以上＝５０千円

【事業期間】　Ｈ２０

14  水産業融資対策事業 735,700 ○燃油価格高騰の影響により、経営の安定に支 735,700 ○要求どおり 農林水産部

 　障が生じている場合に対応して、資金制度を [水産課]

　改正

【事業内容】

　①資金名：漁業経営緊急支援資金

　②改正点

　・限度額：現行の約１．５倍に引き上げ

　　　　　　（例：小型底曳き網漁業

　　　　　　　　　２百万円→３百万円）

　・期　間：６年（据置２年）→

　　　　　　　　　８年（据置２年）

　・回　数：１回／漁業者→

　　　　　　　　２回／漁業者（借換を含む）

　・融資枠：５億円→７億５千万円

【制度改正】　Ｈ２０．１．２３実施
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Ⅰ　活力あるしまね

　２．自然が育む資源を活かした産業の振興
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

査　　　　　定
部局名番号 分類 事　業　名

各 部 局 の 要 求

15  県産品販路拡大事業 147,288 ○県産品の販路拡大を図るため、大消費地をタ 147,256 ○事業費精査 農林水産部

 　ーゲットに販売促進活動を展開 商工労働部

【事業内容】 ［しまねブランド

　②県外への販路拡大事業 　　推進課］

　　スーパーマーケットトレードショーへの出

　　展支援、高級小売店での「島根フェア」開

　　催を支援

　①東京拠点施設活用事業

　　「にほんばし島根館」を活用し、旬の県産

　　品を題材としたミニフェアや四季のイベン

　　トの開催などによる県産品の販売・ＰＲ活

　　動の展開

　②県外への販路拡大事業

　　県外の主要消費地の小売店等において、商

　　品の定番化のため、商談会や島根フェアの

　　開催を支援

　③業務筋に向けた販路拡大事業

　　レストランや食材卸業など業務筋への販路

　　拡大の展開

16  県産品ブラッシュア 13,480 ○県産品の商品開発を支援するため、コーディ 13,448 ○事業費精査 農林水産部

 ップ支援事業 　ネーターを派遣 商工労働部

 【事業内容】 ［しまねブランド

　・コーディネーター派遣事業 　　推進課］

　　しまね県産品支援コーディネーターを派遣

　　し、産品の開発・改良・販路開拓を支援

17  しまね農林水産物輸 23,028 ○これまで培ってきたコネクションやネットワ 23,028 ○要求どおり 農林水産部

 出関連対策事業 　ークを最大限に活用し、農林水産物輸出によ 商工労働部

　る販売経路の拡大や新たなビジネスの構築等 ［しまねブランド

　を支援 　　推進課］

【事業内容】

　①島根県農林水産物輸出連絡会の開催

　②海外現地活動への支援

【事業期間】　Ｈ１６～Ｈ２０

18 36,193 ○浜田港の利活用促進のため、浜田港振興会の 36,193 ○要求どおり 農林水産部

 ス推進事業 　事業支援（浜田港振興会負担金）などによる 商工労働部

　国内外企業へのポートセールスの展開 ［しまねブランド

【主な事業】 　　推進課］

　①コンテナ航路利用促進補助金

　　浜田港定期コンテナ航路を新規に利用する

　　荷主企業への支援

　②国際物流アドバイザーの設置

　　コンテナ航路の維持、拡大のため貨物の創

　　出及び貿易相談等の業務を実施

 浜田港ポートセール
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Ⅰ　活力あるしまね

　３．観光の振興
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

19  観光交流ビジネス支 26,000 ○地域資源を活用した民間主導の観光交流ビジ 26,000 ○要求どおり 商工労働部

 援事業 　ネスを創出するため、旅行商品の造成、販路 ［観光振興課］

　の開拓を行う人材・組織を支援

【事業内容】

　・観光支援プロデューサー設置

　・スキルアップセミナー事業

　　宿泊施設、観光施設、観光関連組織等の主

　要な人材を対象に、企画力向上、先進的な取

　組の紹介など実施

20  快適地しまね魅力ア 30,841 ○県内各地域における観光資源の魅力アップと 30,777 ○事業費精査 商工労働部

 ップ事業 　新たな観光資源の掘り起こし、観光商品造成 ［観光振興課］

　を支援

　・広域観光商品開発支援補助金

　　補助率:１／２

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅰ　活力あるしまね

　４．中小企業の振興
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

21  中小企業制度融資事 39,453,961 ○中小企業の資金繰り不安の払拭と返済負担の 39,453,961 ○要求どおり 商工労働部

 務 　軽減を図るとともに、経営革新等への取組を ［経営支援課］

　支援

【事業内容】

　①中小企業制度融資の融資枠

　　融資枠　４５０億円（Ｈ１９同額）

　②長期経営安定緊急資金の取扱期間延長

　　（Ｈ２０年度末まで）

○原油価格高騰対策として、長期経営安定緊急

　資金により、原油関連経費の高騰で経営の安

　定に支障が生じている中小企業者を対象とす

　る制度を継続

　・新規の別枠融資

　・同資金内での借換

22  中小企業に対する支 41,000 ○経営が悪化している中小企業者の経営安定化 41,000 ○要求どおり 商工労働部

 援体制整備事業 　合理化を支援するため、専門アドバイザーを ［経営支援課］

　派遣

【事業内容】

　・経営改善アドバイザー派遣事業

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅰ　活力あるしまね

　５．雇用・定住の促進
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

23 重点  地域産業人材育成・ 20,093 ○産業人材を育成、確保することにより地域産 14,234 ○事業費精査 商工労働部

新規  確保推進事業 　業の振興を図るため、地域レベルでの産学が ［労働政策課］

　連携した取り組みを支援

【事業内容】

　①産業人材育成コーディネーター配置

　・産業界と教育現場が連携して教育プログラ

　　ム構築や県内就業支援ができる環境整備を

　　行うコーディネーターを配置

　②産業人材育成・確保センター設置

　・産学官が連携し産業人材育成体制を構築す

　　るため、ウェブサイト構築、人材育成相談

　　業務等を行うセンターを設置

24  島根暮らしＵＩター 46,476 ○ＵＩターンを促進するため、ふるさと島根定 45,684 ○事業費精査 地域振興部

 ン支援事業 　住財団、市町村及び関係機関と連携して支援 ［地域政策課］

　策を実施

【事業内容】

　・無料職業紹介事業

　・住まいに関する情報提供及び相談業務

　・農林業等の基礎講座の開催

　・ＵＩターン希望者に対する受け入れ体制の

　　強化　

25  高等技術校再編整備 9,571 ○西部高等技術校（仮称）整備を含めた県全体 9,571 ○要求どおり 商工労働部

 推進事業 　での高等技術校の計画の検討及び、西部高等 ［労働政策課］

　技術校の整備推進

【事業内容】

　・用地測量、造成設計

　・西部校用地管理費

　・高等技術校再編整備検討費　等

【西部高等技術校】

　・開校（目途）：Ｈ２３

26  島根産業人材確保推 9,964 ○本県産業振興のため、人材紹介企業と連携し 9,923 ○事業費精査 商工労働部

 進事業 　て、産業人材の確保を図るほか、県自らも無 ［労働政策課］

　料職業紹介を実施

【事業内容】

　・有料職業紹介を活用した人材確保への支援

　　民間の人材紹介企業を介し、県外から専門

　　的・技術的人材を確保

　　（県負担）

　　　①求人広報費

　　　②島根県への求職者等招待旅費

　　　③求人企業への補助（紹介手数料の1/2、

　　　　上限1,000千円）

　・無料職業紹介の実施

　　県に専門の相談員を１名配置し、関係機関

　　と連携しながら実施

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅰ　活力あるしまね

　５．雇用・定住の促進
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容
部局名

査　　　　　定
番号 分類 事　業　名

各 部 局 の 要 求

27  若年者雇用対策事業 66,034 ○若年者の県内就職の促進を図るため、若年者 65,332 ○事業費精査 商工労働部

　に対する就業支援を実施 ［労働政策課］

【事業内容】

　①既卒者、大学生等の若年者を対象とした就

　　業支援

　　・若年者の就業支援のためのワンストップ

　　　サービスセンター「ジョブカフェしまね」

　　　（松江・浜田）の設置・運営

　　・キャリアカウンセリングの実施

　②保護者のための地元企業見学会の実施

28  ふるさと島根定住推 143,577 ○ふるさと島根定住財団を総合窓口として、定 143,238 ○事業費精査 地域振興部

 進事業 　住施策を推進するとともに、地域づくりへの ［地域政策課］

　取り組みを支援

【実施事業】

　・定住総合情報提供事業

　・しまね暮らし体験事業

　・農林水産業等の産業体験事業　等

－10－



Ⅰ　活力あるしまね

　６．産業基盤の維持・整備
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

29  隠岐空港ジェット便 30,000 ○隠岐空港における大阪ジェット便の運航継続 30,000 ○要求どおり 地域振興部

 運航推進事業 　と航空路線の充実を図るため、利用促進対策 ［交通対策課］

　を実施

　【事業内容】

　・ＰＲ対策、旅行商品の造成等

30  萩・石見空港路線維 17,000 ○萩・石見空港における航空路線の維持を図る 17,000 ○要求どおり 地域振興部

 持事業 　ため、利用促進対策を実施 ［交通対策課］

　【事業内容】

　・ＰＲ対策、旅行商品の造成等

31 新規  空港機能保持事業 149,000 ○航空機運行に必要な空港機能の保持を図るた 139,000 ○事業費精査 土木部

　め、空港施設（車両）の更新・補充を実施 ［港湾空港課］

　[新規]

　①救援援護車両補充　２台（石見、隠岐）

　[更新]

　①除雪関係車両更新　２台（出雲）

　②除草関係車両更新　２台（出雲、石見）

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　１．安全対策の推進
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

32  建築物等地震対策促 6,567 ○大規模地震から県民の生命と財産を守るため 6,559 ○事業費精査 土木部

 進事業 　島根県建築物耐震改修促進計画に基づき、各 ［建築住宅課］

　種事業を実施

【事業内容】

　①法令周知・啓発事務

　・コンクール及び地域学習会の開催

　②技術者養成事務

　・講習会開催及び技術者登録制度の実施

　③木造住宅改修等事業

　・市町村が耐震性の低い木造住宅の改修等に

　　要する費用を補助する場合に費用の一部を

　　補助

33  警察署再編事業 1,428,321 ○警察署再編により著しく狭隘化した警察署庁 1,353,999 ○事業費精査 警察本部

　舎を新築・改修し、地域の治安拠点の機能強

　化を図る経費

【事業内容】

　①雲南警察署庁舎移転新築事業

　②大田警察署庁舎移転改修事業

34  身近な犯罪等対策事 59,172 ○県民が安心して暮らせる日本一治安の良い地 57,902 ○事業費精査 警察本部

 業 　域社会を実現するため、凶悪・組織・国際化

　する犯罪への対策強化と県民の自主防犯活動

　との連携を強化するための経費及び交番のパ

　トロール活動強化と空き交番解消のための経

　費

【事業内容】

　①子ども安全対策事業

　②日本一安全安心まちづくり推進事業

  ③交番相談員配置経費

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　２．健康づくりと福祉の充実
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

35 重点  障害者の自立に向け 575,166 ○障害者の地域における自立生活の支援や、極 662,159 ○障害者が地域で生活するために必要 健康福祉部

 た特別支援事業（関 　めて重度の障害者・児に対する支援強化など 　なケアホーム・グループホームにつ [障害者福祉課]

　  係事業一括掲載） 　を実施 　いて、Ｈ２３までの年次計画を前倒 [健康推進課]

【事業内容】 　しして整備を促進するため増額査定

　①障害者の相談・支援体制の充実 ○事業費精査

　・制度の狭間にある障害に対する相談・支援

　　体制の整備

　・障害者を支援する人材の育成

　②障害者の地域における自立生活支援

　・ケアホーム・グループホームの整備に対す

　　る補助

　・障害者の一般就労と日常生活を支援する就

　　労支援センターの設置

　・障害者の工賃水準向上等のための事業所へ

　　の環境整備支援

　・市町村が行う障害者の地域での生活に必要

　　な事業への補助

　・精神障害者の地域生活移行を支援する圏域

　　ごとのネットワークの構築

　③極めて重度の障害児・者に対する支援強化

　・圏域ごとの入所・通所サ－ビス拠点の確保

　　と在宅サ－ビスの充実

　・強度行動障害者に対する支援充実

　・障害児（者）が必要な治療を受けるために

　　要する交通費等の支援

36 新規  障害者ステップアッ 2,519 ○知的障害者頭の就労支援のため、企業への就 6,926 ○事業者としても積極的に取り組むこ 健康福祉部

 プ就労支援事業 　職に向けたステップアップの場として、県が 　ととし、雇用人数を増員査定 [障害者福祉課]

　非常勤嘱託として雇用し、実習の場を提供 　・雇用人数1０名（７名増、各部に

　・雇用人数　本庁及び地方機関で３名 　　配置）

　・業務内容　郵便物・文書の収発、コピー、 ○事業費精査

　　　　　　　データ入力などの事務補助

37 新規 290,036 ○国内最大の感染症である肝炎について、肝ガ 289,995 ○事業費精査 健康福祉部

　ンへの進行予防、肝炎治療の効果的推進のた [健康推進課]

　め、インターフェロン治療を必要とするＢ型

　、Ｃ型肝炎患者すべてが治療を受けられるよ

　う医療費を助成

【事業内容】

　・助成対象

　　インターフェロン注射、飲み薬（リバビリ

　　ン製剤）及び入院費等

　・助成内容

　　医療費の自己負担分の一部を助成

　　　※所得により自己負担上限額を設定

　　　　上位所得層　月５万円

　　　　中位所得層　月３万円

　　　　下位所得層　月１万円

　・助成期間　１人１カ年

　・事業期間　Ｈ２０～２６（７年間）

　・国補助率　１／２

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求

 肝炎医療費助成事業

部局名
査　　　　　定
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　２．健康づくりと福祉の充実
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容
番号 分類 事　業　名

各 部 局 の 要 求
部局名

査　　　　　定

38 新規 8,235,780 ○Ｈ２０年４月から、７５歳以上を対象として 8,235,741 ○事業費精査 健康福祉部

 事業 　「後期高齢者医療制度」が施行されるのに当 [健康推進課]

　たって、同制度の財政の安定化を図るため、

　法律に基づく財政支援措置を実施

【事業内容】

　・後期高齢者医療給付費県費負担金

　・後期高齢者医療保険基盤安定負担金

　・後期高齢者医療高額医療費県費負担金

　・後期高齢者医療財政安定化基金

○適正な保険給付と健全な財政運営が行われる

　ための保険者（県内全市町村が参加して組織

　する「島根県後期高齢者医療広域連合」）等

　への指導・助言や、不服申立に対する審査会

　の運営などを実施

【事業内容】

　・後期高齢者医療審査会

　・後期高齢者医療障害認定審査

　・後期高齢者医療技術的助言

 後期高齢者医療支援
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　３．医療の確保
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

39 重点  地域医療を支える医 281,911 ○離島・中山間地域及び産科、小児科等の特定 281,813 ○事業費精査 健康福祉部

 師確保養成対策事業 　診療科における深刻な医師不足に対応するた ［医療対策課］

　め、医師確保養成対策を実施

【事業内容】

　①即戦力となる医師の確保

　・即戦力医師を全国から呼び寄せるため、専

　　任チームを設け、様々な広報媒体を活用し

　　た情報収集を行い、県外医師との出張面談

　　などを実施

　・研修後の地域医療機関での勤務を前提に、

　　県立病院での専門診療科研修を実施

　②地域医療を担う医師の養成

　・医学生地域医療奨学金

　　［貸与枠］　２０人（うち１０人は島根大

　　　　　　　　学地域枠推薦）

　　［貸与額］　入学金　２８２千円

　　　　　　　　月　額　１００千円

　　［返還免除］卒後貸与期間の３倍の期間内

　　　　　　　　に、貸与期間と同期間県内で

　　　　　　　　勤務（うち１／２はへき地勤

　　　　　　　　務）

　・しまね医学生特別奨学金

　　［貸与枠］　３人

　　［貸与額］　年額１，５００千円（２年間

　　　　　　　　限度）

　　［返還免除］初期臨床研修終了後６年間県

　　　　　　　　内で勤務

　・島根大学と連携し、医学生・研修医の県内

　　定着を促進するため、各種講習会等を実施

　・自治医科大学運営費の負担

　・自治医科大学卒業医師が産科、小児科等の

　　不足診療科での就業を希望する場合、県立

　　病院での研修を実施

40  しまねがん対策強化 70,375 ○質の高いがん医療の実現、がんの予防及び早 70,179 ○事業費精査 健康福祉部

 事業（関係事業一括 　期発見の推進を図るため、総合的ながん対策 ［医療対策課］

 掲載） 　を実施 ［健康推進課］

【事業内容】

　①がん医療水準の向上及び情報提供の充実を

　　図るための施策

　・地域がん診療連携拠点病院等の院内がん登

　　録の推進

　・島根大学へのがん登録情報収集・分析・活

　　用委託

　・がん医療従事者研修派遣に対する補助

　・コメディカルスタッフ（医師以外の医療従

　　事者）の県内研修プログラムを検討

　・がん診療連携拠点病院機能強化に対する補

　　助

　②緩和ケア推進のための施策

　・各圏域の緩和ケアネットワ－クの構築及び

　　看護協会等を通じた緩和ケア研修

　・がん緩和ケアに係る医師等研修の実施

　・在宅療養への移行促進モデル実施

　③患者団体等支援のための施策

　・患者団体のネットワーク化促進のための意

　　見交換会の開催

　・療養体験事例集の作成・配布

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　３．医療の確保
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容
部局名

査　　　　　定
番号 分類 事　業　名

各 部 局 の 要 求

41 特別  島根あさひ社会復帰 104,559 ○島根あさひ社会復帰促進センター内に県立の 98,604 ○事業費精査 健康福祉部

会計  促進センター診療所 　診療所を設置し、受刑者の診療を受託するほ ［医療対策課］

 特別会計の設置 　か、眼科に関しては、地域住民向けの診療を

　実施

【島根県立島根あさひ社会復帰促進センター診

　療所の概要

　・開　設　Ｈ２０．１０．１

　・診療科　内科、人工透析、精神神経科、外

　　　　　　科、整形外科、眼科、歯科、耳鼻

　　　　　　咽喉科、皮膚科

42 新規  隠岐病院整備事業 6,440 ○隠岐広域連合（隠岐郡４町村と県で構成）が 6,440 ○要求どおり 健康福祉部

　設置する隠岐病院（Ｓ５１年１１月竣工）に ［医療対策課］

　ついて、「病院機能は現行医療体制の確保を

　基本として新築（現地立替）による整備が望

　ましい」とした隠岐病院整備方針検討会議の

　答申（Ｈ１９年５月）を踏まえて行われる新

　病院整備に係る経費の負担

　・整備内容　Ｈ２０において基本計画を策定

　　　　　　　し決定

　・負 担 率　建設費・機器購入費について、

　　　　　　　地方交付税措置部分を除いた額

　　　　　　　を隠岐の島町と県とで１／２ず

　　　　　　　つ負担

　・Ｈ２０事業　基本計画策定、基本設計

43  松江赤十字病院建替 507,887 ○新病院建設（Ｈ１８～２４）を行っている松 507,887 ○要求どおり 健康福祉部

 整備事業補助事業 　江赤十字病院に対して、Ｈ１９から行ってい ［医療対策課］

　る厚生労働省の補助事業を活用した補助に加

　えて、国土交通省の補助事業である「暮らし

　・にぎわい再生事業」を活用した補助を実施

　・補助内訳

　　　厚生労働省分　１７０，０７７千円

　　　国土交通省分　３３７，８１０千円

44  第一種感染症指定医 21,199 ○１類感染症患者を入院させる第一種感染症指 21,199 ○要求どおり 健康福祉部

 療機関施設等整備 　定医療機関として指定するため、松江赤十字 ［薬事衛生課］

　病院に感染症病床を整備（Ｈ１９～Ｈ２１）

　・事業費：８５百万円（国１／２、県１／２）

　　［Ｈ１９］　　４百万円

　　［Ｈ２０］　２１百万円

　　［Ｈ２１］　６０百万円
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　４．子育て支援の充実
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

45  第３子以降保育料軽 125,437 ○保育所等に入所している第３子以降の３歳未 125,437 ○要求どおり 健康福祉部

 減事業 　満の児童に係る保育料を軽減している市町村 [青少年家庭課]

　への補助

【事業内容】

　 　・市町村が定める軽減率の１／２を補助

　　※Ｈ２０から市町村施策の自由度を高める

　　　ため、補助要件の下限を撤廃

46  子育て環境づくり事 24,783 ○島根県の次代を担う子ども達の健やかな成長 24,747 ○事業費精査 健康福祉部

 業 　を、行政、企業、団体等が一体となって応援 [青少年家庭課]

　していく地域づくりを進めるため、県民の気

　運醸成に向けた普及啓発や子育てに優しい職

　場づくり等を推進

【事業内容】

　①みんなで子育て応援事業（こっころ事業）

　・子育て家庭が協賛企業から各種子育て応援

　　サービスが受けられる「しまね子育て応援

　　パスポート事業」やその関連事業を継続し

　　、子育てを社会全体で応援する気運づくり

　　を推進

　②少子化対策民間活動支援事業

　・子育て支援に取り組むＮＰＯ等の民間団体

　　の活動の活発化とネットワーク化に向けて

　　、「子育て支援アドバイザー」の登録と派

　　遣制度を立ち上げるなど、団体の育成・支

　　援を実施

　③仕事と家庭の両立支援事業

　・労働者が働きながら安心して子育てできる

　　よう、仕事と家庭の両立についての気運醸

　　成と子育て支援企業の育成を推進

　④ライフプラン応援事業

　・少子化の最大の要因である未婚化・晩婚化

　　に対応し、民間団体と独身男女の出会いの

　　場を創出するとともに、独身男女のマッチ

　　ングを支援するボランティア制度を運営

47  乳幼児等の育児支援 507,794 ○育児と就労の両立支援及び子育て家庭に対す 507,794 ○要求どおり 健康福祉部

 事業 　る育児支援のための多様な保育サービスを支 [青少年家庭課]

　援

【事業内容】

　①特別保育推進事業

　・保育所や市町村が実施する各種保育サービ

　　スに対する助成

　　補助率：２／３

　②しまね子育て総合支援推進事業交付金

　・保育所や市町村が実施する特別保育推進事

　　業などの要件に満たない小規模な保育サー

　　ビスなどに対する助成

　　交付限度：事業費の１／２以内

　③地域子育て支援拠点事業

　・地域における子育て支援拠点の拡充を支援

　　補助率：２／３

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　４．子育て支援の充実
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容
部局名

査　　　　　定
番号 分類 事　業　名

各 部 局 の 要 求

48  地域児童育成事業 229,981 ○市町村が設置する、おおむね１０歳未満の児 229,981 ○要求どおり 健康福祉部

　童を対象とした「放課後児童クラブ」を支援 [青少年家庭課]

【事業内容】

　①放課後児童クラブ設置、運営支援

　　設置箇所：新規１４、継続１１４

　　補助率：２／３

　　　　　（国１/３・県１/３・市町村１/３）

　②放課後子どもプラン指導員・ボランティア

　　研修、放課後児童クラブ指導員等研修

49  子どもと家庭相談支 115,863 ○児童虐待をはじめとする、子どもや家庭に関 112,865 ○事業費精査 健康福祉部

 援事業 　する様々な相談に、適切に対応できる相談体 [青少年家庭課]

　制の充実及び保護の必要な子ども、家庭に対

　する適切な支援の実施

【事業内容】

　①子どもと家庭相談体制整備事業

　・児童相談所虐待対応機能強化事業

　　児童相談所の専門機能の充実強化を図るた

　　め嘱託弁護士・医師を配置

　 　・市町村相談体制支援事業

　　身近な相談窓口となる市町村相談体制の充

　　実を図るため児童福祉司任用資格認定講習

　　会等を実施

　・虐待防止地域連携強化事業

　　子どもが自ら助けを求めることが出来るた

　　めの子ども専用相談電話を実施する団体へ

　　運営費を補助

　②子どもと家庭特定支援事業

　・子どもと家庭援助事業

　　ひきこもり児童等を対象とした集団指導事

　　業等の実施

　・児童相談所一時保護事業

　　虐待を受けた児童をはじめとした保護の必

　　要な子どもの一時保護を実施
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　５．生活基盤の維持・確保
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

50 重点  中山間地域活性化重 89,000 ○新・島根県中山間地域活性化計画に掲げる重 89,000 ○要求どおり 地域振興部

新規  点施策推進事業 　点施策に積極的に取り組む市町村への支援 ［地域政策課］

【事業内容】

　①中山間地域コミュニティ再生重点プロジェ

　　クト事業

　・集落を越えた新たなコミュニティを中心と

　　して重点施策に積極的に取り組む市町村を

　　重点プロジェクト地域に指定し、その取り

　　組みを支援

　・駐在職員、中山間地域研究センター客員研

　　究員による支援

　②中山間地域活性化支援事業

　・上記の事業以外の市町村の取り組みを支援

　③中山間地域新交通システム支援事業

　・新交通システム導入の検討を行う市町村へ

　　の支援

　・デマンドバスの試験運行を行う市町村への

　　支援

51 重点  地域貢献型集落営農 69,000 ○担い手空白地域の解消を推進し、地域の農地 60,000 ○事業費精査 農林水産部

新規  確保・育成事業 　・経済・人材の維持に積極的に取り組む「地 ［農業経営課］

　域貢献型集落営農組織」の新規設立及び取組

　強化を支援することにより、農業・農村の維

　持活性化を促進

【事業内容】

　①地域農業再編支援事業

　・県担い手協議会及び地域担い手協議会によ

　　る担い手空白地域の解消のための活動

　②地域貢献型集落営農確保・育成事業

　・新たな地域貢献型集落営農の設立や、地域

　　貢献型集落営農の地域貢献活動に対する支

　　援

【事業期間】Ｈ２０～Ｈ２２

52 新規  鳥獣被害緊急対策モ 6,064 ○野生鳥獣による被害を軽減するため、集落ぐ 6,064 ○要求どおり 農林水産部

 デル事業 　るみでの総合的な取り組みを促進 ［森林整備課］

【事業内容】

　①集落リーダー養成

　・集落ぐるみでの追い払い、放置作物処理等

　　の取り組みのためのリーダーを養成

　②緩衝帯設置

　・サル等の動物の接近抑制及び追い払い効果

　　向上のため緩衝帯を設置

【事業期間】①Ｈ２０～Ｈ２１、②Ｈ２０

53 新規  橋梁長寿命化計画策 48,500 ○橋梁の長寿命化及び修繕・架け替えに係る費 48,500 ○要求どおり 土木部

 定事業 　用の縮減・平準化を図るため、橋梁長寿命化 ［道路維持課］

　修繕計画を策定

【事業内容】

　①橋梁点検

　②長寿命化修繕計画策定

　③橋梁データベースシステム構築

【事業期間】Ｈ２０～２２

54  除雪費 308,000 ○道路除雪の民間委託について、除雪車両維持 308,000 ○要求どおり 土木部

　に要する固定的経費（車検・点検などの管理 ［道路維持課］

　費）を除雪稼働時間によらず算入することに

　より、地域における除雪体制を維持・確保

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　５．生活基盤の維持・確保
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容
部局名

査　　　　　定
番号 分類 事　業　名

各 部 局 の 要 求

55  県民いきいき活動促 32,000 ○市民活動団体やＮＰＯ法人、ボランティア団 32,000 ○要求どおり 地域振興部

 進事業 　体等多くの県民のユニークな発想や企画力を ［地域政策課］

　活かして、地域課題の解決や地域の活性化に

　つながる公共性・公益性の高い活動を支援

【事業内容】

　・団体の立ち上がり期の活動や団体の基盤強

　　化、自立的経営に資する活動に対して助成

56  ハートフルロードし 21,637 ○県管理道路で、ボランティア活動に意欲のあ 21,637 ○要求どおり 土木部

 まね事業 　る自治会等が行う沿道の除草作業に対し助成 ［道路維持課］

　（実費程度）

【助成対象】

　・１箇所当りの実施面積は１０００㎡以上

　・２回/年以上実施

57  バス路線運行維持事 366,510 ○生活バス路線確保対策交付金 350,917 ○事業費精査 地域振興部

 業 　市町村が行う廃止代替バスの運行等に要する ［交通対策課］

　経費を助成

　【助成対象】

　・運行費、車両購入費

○バス運行対策費補助金

　バス事業者が行う広域的・幹線的なバス路線

　に対し、国と協調して運行経費等を助成

　【助成対象】

　・運行費、車両購入費

58  一畑電車運行維持事 167,704 ○一畑電車の運行を維持するため、基盤設備の 167,447 ○事業費精査 地域振興部

 業 　維持と近代化設備整備事業に対し補助 ［交通対策課］

○沿線の松江市・出雲市とともに行う、啓発宣

　伝や利用促進事業等への経費負担
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Ⅲ　心豊かなしまね

　１．教育の充実
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

59 重点  いじめ・不登校対策 201,707 ○不登校対策推進事業 201,159 ○事業費精査 教育委員会

 事業 　深刻化するいじめ、不登校の課題に対処する ［高校教育課］

　ための市町村の機能強化等各種事業の実施 ［義務教育課］

【事業内容】

　①教育支援センター（適応指導教室）運営事

　　業

　　設置市町村に対する運営基盤の強化を支援

　　〔補助予定数〕１１市町

　②心のかけ橋支援事業

　　ひきこもりがちな児童生徒に対する活動の

　　機会を全市町村で提供

　　〔実施場所〕

　　　Ｈ１９　２１市町村（活動場所の提供）

　→　Ｈ２０　２１市町村（活動場所の提供・

 　　 　　　　家庭訪問による支援）

　<関連事業>

　・小学校スクールサポート事業、３０人学級

　・中学校クラスサポート事業

○悩みの相談事業

　学校でのあらゆる教育活動において児童生徒

　一人一人の心身の状況を把握し、きめ細やか

　な対応がとれるよう教育相談体制を充実

【事業内容】

　・スクールカウンセラー配置事業

　・心の電話相談事業（いじめ１１０番）

　・子どもと親の相談員配置事業

○こころ・発達・教育相談事業

　医療と連携した教育相談体制を構築し、より

　早期から、教育と医療の総合的な支援を実施

【事業内容】

　・こころの医療センターに併設する若松分校

　　内に相談窓口を設置

60 新規  学びいきいきサポー 162,509 ○不適応、不登校等支援を要する児童生徒が在 90,400 ○事業費精査 教育委員会

 ト事業 　籍している学校のうち、自学教室を設置する ［義務教育課］

　などして個別に指導を行っている小中学校に

　非常勤講師を配置

　・４０人程度を配置予定

61 重点 「働くことを学ぼう」 35,324 ○高校生の職業意識の醸成と県内就職の促進、 31,703 ○事業費精査 教育委員会

 推進事業 　専門高校における地域産業を担う人材の育成 ［高校教育課］

　を進めるため、企業見学会や就職説明会の開

　催、学校と地域や企業が連携した共同研究な

　どを実施

【事業内容】

　①職業意識の醸成

　・インターンシップ事業

　・企業見学会、啓発セミナーの開催

　・キャリアカウンセリングプログラムの実

　　施

　②県内就職促進

　・就職説明会、面接会の開催

　・学校・企業連絡会の設置

　③地域の担い手育成

　・学校での実践的指導

　・現場実習、共同研究等の実施

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅲ　心豊かなしまね

　１．教育の充実
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容
部局名

査　　　　　定
番号 分類 事　業　名

各 部 局 の 要 求

62  実証！「地域力」醸 8,000 ○公民館が培ってきた「地域力」醸成のノウハ 8,000 ○要求どおり 教育委員会

 成プログラム 　ウをモデル公民館を選定して実証し、「地域 ［生涯学習課］

　力」の重要性について世論喚起

【事業内容】

　・島根県公民館連絡協議会へ実証事業を委託

　・モデル公民館の選定

　　　新規１０箇所・継続１０箇所程度

63 新規  学校支援地域本部事 80,000 ○学校と地域との連携協力体制を構築するため、 80,000 ○要求どおり 教育委員会

 業 　地域をあげて学校を支援する気運を醸成する ［生涯学習課］

　とともに、多様な形態の学校支援ボランティ

　ア活動の掘り起こし

【事業内容】

　①各市町村に実行委員会を設置

　・コーディネータ、ボランティア等の養成講

　　座を開催

　②モデル中学校区に「学校支援地域本部」を

　　設置

　・専任コーディネータを配置し、多様な学校

　　学校支援ボランティア活動を調整

64  ふるさと教育推進事 44,505 ○ふるさと教育推進事業 44,505 ○要求どおり 教育委員会

 業 　ふるさとに愛着と誇りをもつ心豊かな子ども ［生涯学習課］

　を育むため、「学社連携・融合」（＝地域の ［義務教育課］

　大人たちが学校教育を補完・支援）の理念に

　基づく「ふるさと教育」を推進

【事業内容】

　①市町村交付金

　・県内全ての公立小中学校・全学年・全学級

　　で「ふるさと教育」を実施するため、定額　

　　交付金（県１０／１０)を助成

　②地域人材養成研修

　・「ふるさと教育」に関わる地域の指導者、

　　ボランティア等を対象とする研修会を開催

○わがまち発信プロジェクト

　ふるさと教育で実践してきた体験活動を発展

 　させ生産体験活動等を通して、ふるさとの良

　さを他地域へむけて発信する事業を支援

【事業内容】

　・モデル実践校の指定

65  高等学校校舎等整備 2,287,206 ○老朽化した校舎等を計画的に整備 2,278,106 ○事業費精査 教育委員会

 事業 【事業内容】 ［教育施設課］

　①松江工業高等学校校舎・屋内運動場改築

　　　　　　　　　　　　　１，０１６百万円

　［スケジュール］

　　Ｈ２０：設計、建築工事

　　Ｈ２１～２３：建築工事、備品整備等

　［総事業費］約５０億円

　②大田高校屋内運動場改築　  ７６１百万円

　［スケジュール］

　　Ｈ２０：建築工事、備品整備等

　［総事業費］約１０億円

　③横田高等学校整備事業　　　　４６百万円

　［スケジュール］

　　Ｈ２０：設計等

　［総事業費］約１５億円

　④邇摩高等学校用地購入　　　２３７百万円

　⑤耐震対策　　　　      　  ２２８百万円

　　Ｈ２０：診断、補強工事等
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Ⅲ　心豊かなしまね

　１．教育の充実
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部局名
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66  学校再編成関連施設 596,992 ○県立高校の再編成に伴い、不足する校舎や実 589,719 ○事業費精査 教育委員会

 整備事業 　習施設等を整備 ［教育施設課］

【事業内容】

　①学習時間選択制高等学校東部独立校(仮称)

　　　　　　　　　　　　　　　４１６百万円

　［開校時期］Ｈ２２年４月を目途

　［設置場所］松江市宍道町地内　県林業技術

　　　　　　　センター跡地

　［スケジュール］

　　Ｈ２０：造成工事、建築工事

　　Ｈ２１：建築・外構工事等

　［総事業費］約２９億円

　②益田翔陽高校について統合後に必要な施設

　　等を整備

　　　　　　　　　　　　　　　１４５百万円

　［スケジュール］

　　Ｈ２０：実習棟整備、備品整備等

　［総事業費］約２２億円

　③島根中央高校について統合後に必要な施設

　　等を整備

　　　　　　　　　　　　　　　　３８百万円

　　Ｈ２０：不足施設、備品整備等

67  小学校低学年多人数 453,979 ○小学校１年生及び２年生の児童数が３１人以 450,039 ○事業費精査 教育委員会

 学級支援事業 　上の学校について、学校の実態等を踏まえ、 ［義務教育課］

（スクールサポート 　３０人学級編制又はスクールサポート事業を

　事業） 　実施

（３０人学級編制事 　①スクールサポート事業

　業） 【非常勤講師】６４人（６４学級）

　②３０人学級編制

【常勤講師】　６７人（６７学級）

68  中学校クラスサポー 92,862 ○不登校や問題行動が急増する中学校１年生を 90,400 ○事業費精査 教育委員会

 ト事業 　対象に、学習面・生活指導面からきめ細かい ［義務教育課］

　支援を行うため必要性の高い大規模校に非常

　勤講師を配置

【非常勤講師】４０人（２学級に１人）

69  特別な支援のための 162,509 ○通常の学級にＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（ 158,201 ○事業費精査 教育委員会

 非常勤講師配置事業 　注意欠陥多動性障害）など特別な支援を要す ［義務教育課］

 （にこにこサポート 　る児童が在籍し、特に対応が困難な小学校を

 事業） 　対象に、非常勤講師を配置

【非常勤講師】７０人（１人/校）

70  学力向上対策事業 87,268 ○詳細かつ客観的に学力の実態を把握するため 87,268 ○要求どおり 教育委員会

　、全県学力実態調査を一斉実施 ［高校教育課］

［対象］小学３年生から中学３年生まで悉皆 ［義務教育課］

［実施時期］Ｈ２０年５月

○学力実態調査結果を踏まえ、実効性ある学力

　向上対策を実施

【事業内容】

　・確かな学力向上のための環境構築

　・モデル実践校の指定

　・リーダーセミナーの実施

　・授業力向上セミナーの実施

　・異校種間連携の推進研究
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71  放課後子どもプラン 67,895 ○放課後や休日に、公民館や学校の余裕教室等 67,895 ○要求どおり 教育委員会

 事業 　を活用し、年齢の異なる子どもたちが群れて ［生涯学習課］

　遊んだり体験・交流する場を提供

【事業内容】

　①放課後子ども教室運営費補助金

　・箇所数 １１０箇所程度　

　・補助率 ２／３

　　　　（国１/３・県１/３・市町村１/３）

　②放課後子どもプラン推進委員会の設置

　③コーディネータ、指導員等の養成・資質向

　　上のための研修

72  産業教育設備整備事 55,946 ○先端技術の基礎的知識と技術の習得に必要な 50,959 ○事業費精査 教育委員会

 業 　機器を専門高校に整備 ［教育施設課］

【事業内容】

　・情報科学高等学校マルチメディアシステム

　　整備

【事業期間】Ｈ２０

73  私立学校経営健全性 1,540,149 ○私立学校の経常的経費に対する助成 1,540,149 ○要求どおり 総務部

 確保事業 【事業内容】 ［総務課］

　①私立学校振興費補助金

　（交付先）高等学校、中学校、幼稚園を設置

　　　　　　する学校法人

　②私立幼稚園教育活動費補助金

　（交付先）非学校法人立幼稚園

　③私立高等専修学校振興費補助金

　（交付先）高等専修学校を設置する学校法人

　④私立専修学校教育活動費補助金

　（交付先）専修学校を設置する学校法人

74  高校等生徒授業料減 51,729 ○私立高等学校が次の①から③のいずれかに該 51,729 ○要求どおり 総務部

 免事業補助金 　当する生徒を対象として実施する授業料減免

　事業に対する補助 ［総務課］

　①生活保護による被保護者（生活保護世帯の

　　生徒）

　②保護者が自動車事故により死亡し、又は重

　　度後遺障害を有することとなった生徒で、

    被扶養者が生活に困窮している者

　③上記①、②以外の高校生で、学資負担者が

　　生活に困窮している者

75  私立学校魅力と特色 30,000 ○ハード・ソフトの両面において、私立高等学 30,000 ○要求どおり 総務部

 ある学校づくり推進 　校の魅力を高めたり、更なる特色を出すよう ［総務課］

 事業補助金 　な独自の取組に対して補助

　①施設・設備整備費の１／２以内を補助

　②国庫補助対象施設・設備整備事業（補助率

　　１／３)に対する上乗せ補助

　　（補助率：１／６以内)

　③ソフト事業費の１／２以内を補助

76  公立大学法人島根県 1,818,488 ○公立大学法人島根県立大学に対し、次の経費 1,816,644 ○特殊要因経費補助金について事業費 総務部

 立大学運営支援事業 　を交付 　精査

　　・法人及び大学の運営に要する経費（運営 ［総務課］

　　　費交付金）

　　・大規模修繕などの施設整備等に要する経

　　　費（特殊要因経費補助金）
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Ⅲ　心豊かなしまね

　２．多彩な県民活動の推進
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

77 新規  県立美術館開館１０ 30,000 ○Ｈ２１年３月には開館１０周年を迎えること 30,000 ○要求どおり 環境生活部

 周年記念展   から、開館１０周年記念展を実施 [文化国際課］

　・企画展名：「フランス絵画の１９世紀～ア

　　カデミズムから印象派へ～」（仮称）

　・期間：Ｈ２１年３月～５月

　・共催：横浜美術館、日本経済新聞社

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅲ　心豊かなしまね

　３．人権の尊重と相互理解の推進
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

78  女性保護事業 75,922 ○日常生活を営む上で様々な問題を抱えて悩む 76,155 ○ＤＶ被害者への貸付制度について、 健康福祉部

　女性について、広く相談に応じる事業やＤＶ 　単身者を対象として限度額を算定し [青少年家庭課]

　（配偶者からの暴力）被害者等をはじめ保護 　ていたが、母子でのケースも踏まえ

　が必要な女性を一時保護し、問題解決に向け 　貸付限度額を引上げ

　ての支援を実施 【変更内容】

【事業内容】 　・貸付限度額　３０万円以内

　①女性相談事業 　・償還期間　　据置期間後３年以内

　・女性相談センターや児童相談所に女性相談 ○事業費精査

　　員を配置し広く女性相談を実施

　・県民への啓発のための講演会の開催や、適

　　切な相談等を実施するために、各圏域での

　　関係機関連絡会、事例検討会、研修会等を

　　実施

　②ＤＶ被害者等保護事業

　・ＤＶ被害等の理由で保護が必要な女性につ

　　いて一時保護所等において保護を実施

　・自立の意志を持つＤＶ被害者等に対して自

　　立するまでの中間施設となる住居（ステッ

　　プハウス）を提供

○ＤＶ被害者が一時保護所を退所する際に必要

　な生活資金や住宅資金を貸付

【事業内容】

　・貸付限度額　２０万円以内

　・貸付利率　　無利息

　・据置期間　　３月以内

　・償還期間　　据置期間後２年以内

　・償還方法　　元金均等

　・保 証 人　　不要（無担保）

　・償還免除　　死亡や償還能力の喪失の場合

　　　　　　　　には全部又は一部を免除する

　　　　　　　　場合あり

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅲ　心豊かなしまね

　４．自然環境、文化・歴史の保全と活用
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

79 重点  未来へ引き継ぐ石見 180,047 ○世界遺産「石見銀山遺跡」を適切に管理し、 214,298 ○地方自治法施行６０周年記念貨幣の 教育委員会

 銀山保全事業 　未来へ継承していくため、調査研究と保存整 　発行による地方分権振興交付金３５ ［文化財課］

　備を柱として事業を実施 　百万を活用して、大田市の環境対応

【事業内容】 　バス整備費補助を査定増

　①世界遺産総合調査研究事業 ○事業費精査

　・基礎調査研究

　・テーマ別調査研究

　・シンポジウム開催

　②世界遺産保存整備事業

　・遺跡整備

　・来訪者急増対策

　・拠点施設整備、運営補助

　・石見銀山基金造成支援

80  歴史遺産保存整備事 56,904 ○国宝出雲大社本殿を中心とする建造物群の大 56,904 ○要求どおり 教育委員会

 業（出雲大社大規模 　規模修理に対する助成 ［文化財課］

 修理事業） 【事業期間】　Ｈ２０～Ｈ２７

81  水と緑の森づくり事 356,362 ○水と緑の森づくり税を財源とし、県民と協働 356,362 ○要求どおり 農林水産部

 業 　して荒廃森林の「水を育む緑豊かな森」への ［林業課］

　再生を促進

【拡充内容】

　①森づくり推進事業

　・森づくりプロデューサー等のレベルアップ

　　事業やボランティア育成のための森づくり

　　講座の実施

　②資源活用実践事業

　・市町村が行う市民参加型の森づくりの取組

　　を支援

　・補助率：１／２

　③県民再生の森“モデル”事業

　・観光地や生活に身近な場所の森林整備を進

　　め、県民がふれ合える「しまねの森」を形

　　成

　・対　象：１０年以上放置された人工林で、

　　　　　　２０年間の長期管理協定を締結し

　　　　　　た森林

　・初回の森林整備費を助成

【事業期間】　Ｈ１７～Ｈ２１

82 新規  豊かな自然環境資源 2,800 ○島根県の豊かな自然資源の保護に配慮しつつ、 2,800 ○要求どおり 環境生活部

 活用事業 　自然観光資源とふれあい、知識や理解を深め [自然環境課］

　る持続可能な観光スタイル(エコツーリズム)

　を展開

【事業内容】

　・実践的なツアーガイドの養成と自然資源の

　　保護に必要なルールの作成

　・県内各地にある巨木・名水など自然情報の

　　情報の提供、地元協議や旅行業者への働き

　　かけによるツアーの商品化

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅲ　心豊かなしまね

　４．自然環境、文化・歴史の保全と活用
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容
部局名

査　　　　　定
番号 分類 事　業　名

各 部 局 の 要 求

83 新規  省エネ・３Ｒの県民 12,000 ○省エネルギー・３Ｒなどの環境に配慮した行 6,000 ○要求事業見直し、事業費精査 環境生活部

 行動促進事業 　動を、企業・団体・行政等県全体で応援し、 [環境政策課］

 (しまねＣＯ２ダイ 　地球温暖化防止と循環型社会づくりに向けた

 エット作戦) 　機運を醸成

【事業内容】

　・県民、事業者の環境に配慮した行動に対し

　　て、サービスを提供していただける「協賛

　　企業」を募集

　・協賛企業、サービス内容等をＰＲ

84  産業廃棄物減量促進 211,160 ○産業廃棄物減量税を財源とし、産業廃棄物の 177,075 ○事業費精査 総務部

 事業 　排出抑制、再生利用等による減量化の取組み [税務課］

　を促進 環境生活部

【事業内容】 [環境政策課］

　〔再資源化〕 [廃棄物対策課］

　　・産業廃棄物リサイクル施設等整備促進事 商工労働部

　　　業 [産業振興課］

　　・資源循環型技術開発事業　等 教育委員会

　〔環境教育〕 [高校教育課］

　　・３Ｒ学習推進事業 [義務教育課］

　　・省エネ・３Ｒの県民行動促進事業【再掲】

　　・県立学校環境保全推進事業　等

　〔不法投棄防止〕

　　・不法投棄等対策強化事業

　〔適正処理推進〕

　　・ＰＣＢ廃棄物処理推進事業

　　・エコアクション２１認証取得促進事業等

　〔徴税費〕　

【事業期間】　Ｈ１７～Ｈ２１
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Ⅳ．その他
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

85  竹島領土権確立対策 11,338 ○「竹島の日を定める条例」の趣旨を踏まえ、 11,260 ○事業費精査 総務部

 事業 　問題解決に向けた国民世論の喚起を促す取組 ［総務課］

　を実施

　・広告塔の設置、英語・韓国語版啓発パンフ

　　レットの作成など広報啓発活動の実施

　・Ｗｅｂ竹島問題研究所・竹島資料室の運営

　・竹島問題に関する専門調査研究

86 新規  しまね協働実践事業 20,000 ○ＮＰＯ法人、住民グループ、企業など様々な 20,000 ○要求どおり 環境生活部

　主体との協働を推進するため、ＮＰＯ等から ［環境生活総務課］

　県と協働して実施する事業の企画提案を募集

　し、地域課題を共有し役割分担を明確化した

　実践的な協働事業を実施

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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